
新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、売上高が減少した事業者
が対象になります。
①2020年５～12月の売上高が、

• いずれかの月の売上高が前年同月比50％以上減少
• 連続する３ヶ月について前年の同じ期間に比べて30％以上減少
のいずれかになっていれば対象になります。
②資本金10億円以上の大企業等を除く、農業者、農業法人が広く対象となります。
※農事組合法人や協同組合など、会社以外の法人についても広く対象となります。

家賃支援給付金のお知らせ
農業者の皆さんも対象です！

～ 農地の賃料 の申請者向け ～

「家賃支援給付金」は、新型コロナウイルス感染症拡大により、
特に大きな影響を受ける事業者に対して、事業の継続を下支えするため、

特に地代・家賃の負担軽減を目的に支給するものです。

「家賃支援給付金」を装った詐欺にご注意下さい

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により売上高が減少となる例
◇ 花き、果物など、外出自粛やインバウンドの減少などに伴う需要の急減により出荷
ができないため、売上高が大幅減

◇ 労働力の確保ができず、収穫適期に作業ができなかったために、売上高が大幅減

給付対象

申請時の直近に支払った農地を含む土地や建物の支払賃料（月額）※の合計
に基づき算出される給付額(月額)の６か月分が支給されます。
※賃料が年払いの場合は、12で割った額（平均月額）。また、賃料の支払実績が必要です。
〔上限額〕 法人：600万円、個人：300万円

給付額
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※ 一度給付を受けた方は、再度給付申請することができません。
※ 円滑に給付を受けるためには、事前に、上記の⑤を除く必要書類を準備しておき、賃料の支払い後、
ただちに申請することが適当です。

氏名、住所、生年月日、電話番号等の基本情報に加え、次の書類が必要です。

① 誓約書
② 宣誓書(農地等に係る賃貸借契約の取扱いについて定めたガイドラインに基づくもの)
③ 賃貸借契約を証明する書類
（農地等の場合、賃貸借契約書、農用地利用集積計画書、農用地利用配分計画書、所有権移転等促
進計画の各筆明細などの写し。不明な場合は市町村や農地中間管理機構（農地バンク）等に問い合せく
ださい。）

④ 申請対象月の売上高の減少を確認するための資料（確定申告書、売上台帳など）
⑤ 賃料を支払ったこと（農地等で年払いの場合は2020年１月以降に支払ったこと）を証明
する銀行通帳の写し、振込明細書など

⑥ 本人確認資料（運転免許証、個人番号カード等）

家賃支援給付金 コールセンター ０１２０－６５３ー９３０
受付時間 ８：３０ ～ １９：００ ※土日祝日含む

申請期間・方法
✔ 2020年７月14日から2021年１月15日までです。
✔ Web上での申請を基本とし、必要に応じ、完全予約制の申請サポート会場にて
スタッフによる申請の入力サポートが受けられます。
申請のＨＰは下記アドレスまたはＱＲコードからアクセスしてください。

https://yachin-shien.go.jp/index.html
家賃支援給付金 検索

申請に必要な書類

まずはこちらに相談！

１．個人の場合

２．法人の場合
① 誓約書
② 宣誓書(農地等に係る賃貸借契約の取扱いについて定めたガイドラインに基づくもの)
③ 賃貸借契約を証明する書類
（農地等の場合、賃貸借契約書、農用地利用集積計画書、農用地利用配分計画書、所有権移転等促
進計画の各筆明細などの写し。不明な場合は市町村や農地中間管理機構（農地バンク）等に問い合せく
ださい。）

④ 申請対象月の売上高の減少を確認するための資料（確定申告書、法人事業概況説明
書、売上台帳など）

⑤ 賃料を支払ったこと（農地等で年払いの場合は2020年１月以降に支払ったこと）を証明
する銀行通帳の写し、振込明細書 など

法人番号、法人名、資本金等の基本情報に加え、次の書類が必要です。

２＜このパンフレットに関するお問い合わせ先＞農林水産省経営局農地政策課（TEL 03－6744－2151）

https://yachin-shien.go.jp/index.html


添付書類のポイント①

誓約書
以下の様式の「誓約書」に自署し、提出してください。

違法に土地又は建物の使用及び収益していないことにも誓約して頂きます。

自署します。

３



添付書類のポイント②

宣誓書
給付金の審査が迅速に行われるよう、申請に当たって遵守いただきたい事項をまとめた
「農地等に係る賃貸借契約の家賃支援給付金の審査実務における取扱いにつ
いて（ガイドライン）」に沿って申請書類を作成して頂くことを宣誓して頂くものです。
ガイドラインはリンク先の一覧から参照ください。
https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/guideline_youken.html
以下の様式の「宣誓書」に自署し、提出してください。

自署します。
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令和 年 月 日 
 
 
 
 

宣誓書 
 

 
 当方が賃借人である農地等に係る賃貸借について、農地等に係る賃貸借

契約の家賃支援給付金の審査実務における取扱いについて（ガイドライン）

（令和２年７月 22 日）の規定を遵守していることを宣誓し、家賃支援給付

金の申請を行います。 
 
 
 
 

（個人の場合）          

氏 名             

 

 

（法人の場合） 

法人名             
代表者名           

 

https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/guideline_youken.html


賃貸借契約を証明する書類
農地の賃貸借を証明する書類としては、
①農地法の許可を得て締結した「賃貸借契約書」（Ｐ６）
②農業経営基盤強化促進法に基づき市町村が作成した「農用地利用集積計画書」
の各筆明細書（Ｐ７）

③農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき農地中間管理機構が作成した
「農用地利用配分計画書」の各筆明細書（Ｐ８）

④特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する
法律等に基づき市町村が作成した「所有権移転等促進計画書」の各筆明細書

などがありますので、該当するものの写しを提出してください。

その際、給付を申請する賃貸借に、朱書きで印をつけ、必要事項の記入が必要です。

・賃貸借契約書であることがわかる箇所
→上記②～④の場合は、計画名がわかる箇所に印をつけてください。
各筆明細書に計画名の記載がない場合には、②・④の場合は市町村の公告、
③の場合は都道府県の公告の添付も必要です。

・土地の契約であることがわかる箇所

・貸主と借主の署名又は押印の箇所
→③の場合で、貸主（農地バンク）の記載がない場合は、都道府県の公告を
添付し、農地バンクの名称（農業公社等）を記入してください。

・土地の所在がわかる箇所

・権利の種類がわかる箇所
→給付の対象となるのは賃借権のみです（所有権や使用貸借は対象外です。）。

・賃貸借の始期・終期がわかる箇所
→給付の対象となるのは、2020年３月31日と申請日の両方で有効な賃貸借です。
始期が「公告日」となっている場合や、存続期間として「10年間」などとなっている
場合は、具体的な日付を記入してください。
また、始期が「公告日」となっている場合は、②・④の場合は市町村の公告、
③の場合は都道府県の公告の添付も必要です。

・月額の賃料がわかる箇所
→賃料が年額の場合、12で割り月額を記入してください（小数点以下切捨て）。
賃料が面積当たりの年額となっている場合、「面積」と「賃料」に印をつけ、
掛け合わせた実際の年額と、12で割った月額を併記してください。

添付書類のポイント③

５

(Ｐ９)



添付書類のポイント③

〇一般的な農地の賃貸借契約書（例）

６

指令第 号
令和２年 ２月 １日

住所 △△市△△１－１
氏名 農林 太郎 殿

○○農業委員会会長 印

年 月 日付けをもって農地法第３条第１項の
規定による許可申請があった農地（採草放牧地）についての
●●の●●は下記により許可します。

始期が「許可日」となっている場合は、
契約書の写しに具体的な日付を
朱書きし、あわせて、農地法第３条
に基づく許可書の写しを添付します。

日付を朱書きします
（R2.2.1）

（年額）

（月額）2,000円

賃料が面積あたりの金額となっている場合には、面積と賃料
の両方を朱書きで囲います。
また、年額で定められている場合には、「年額」であることが
分かるように朱書きし、月額に相当する額を朱書きします。

Point
該当箇所を「赤枠で囲う」又は
「朱書き」します。

… 赤枠で囲う箇所



整理番号

利用権の設定等を受ける者の
氏名及び住所（A）

（氏名又は名称） （住所）

利用権の設定等をする者の氏
名及び住所（B）

（氏名又は名称） （住所）

利用権の設定等する土地（C） 設定等する利用権（D) 利用権設定等促
進事業の実施に
より成立する利
用権の設定等に
係る当事者間の
法律関係（E)

利用権を設定等する土地（B)
以外の権原者 （F）

認定状況

所在

地番
現況
地目

面積㎡
利用権の
種 類

内容 始期
存続期間
（終期）

借賃
（10aあたり）

借賃の
支 払
方 法

住所
氏名又
は名称

権原の
種類

[同意印]
新
規

再
設
定

大字 字

△△ ■原 1－2 田 3,000 賃借権 水田 公告日 10年間 10,000円
口座
振込

賃貸借 ○

○○ □平 1－3 田 3,000 賃借権 水田 公告日 10年間 10,000円
口座
振込

賃貸借 ○

◎◎ ■原 ５ 畑 1,500 賃借権 畑 公告日 ５年間 10,000円
口座
振込

賃貸借 ○

○○ □平 1₋4 田 3,000 賃借権 水田 公告日 10年間 10,000円
口座
振込

賃貸借 ○

◎◎ ■原 ６ 畑 1,500 所有権 畑 公告日 ‐ 150万円
口座
振込

所有権移転

添付書類のポイント③

〇農用地利用集積計画（例）

始期や終期に具体的な日付が記入されて
いない場合には、具体的な日付を朱書きし、
公告の写しを添付します。

年度○○号
農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第18条第１項の

規定により、農用地利用集積計画を定める。

令和２年１月１日
□□市長 印

（契約の始期）始期である旨を
朱書きします

７

第１ 利用権設定（経営受委託、移転及び転貸を除く）関係
１ 各筆明細

農林 太郎

水田 太郎

㊞

㊞

△△市△△１－１

△△市◎◎２－２

(年額)30,000円(月額)2,500円

(年額)30,000円(月額)2,500円

(年額)15,000円(月額)1,250円

（R2.1.1～11.12.31）

（R2.1.1～11.12.31）

（R2.1.1～6.12.31）

（R2.1.1～11.12.31） (年額)30,000円(月額)2,500円

具体的な日付や
賃料（年額・月額）を
朱書きします

賃料が10a当たりで記載されているなど、
額の詳細が不明瞭な場合には実際の
年額と月額、総額を朱書きします。

(年額計)105,000円(月額計)8,750円

Point
該当箇所を「赤枠で囲う」又は
「朱書き」します。

… 赤枠で囲う箇所

各筆明細書に「農用地利用集積計画」との記載がない場合は、公告の写しを添付し、
朱書きで囲います。

公告の写しが手元にない場合は、貸借している土地がある市町村に問い合わせてください。



整 理
番 号

権利の設定等を受ける者
の氏名及び住所（A）

（氏名又は名称） （住所）

借受希望に応募した
結果の公表番号等

権利を設定等する土地（B） 設定等する権利（C）

備考所在 地番 地目

面積㎡ 種類 内容 始期
存続期間
（終期）

借賃
（㎏・円）
10aあたり市町村 大字 字 枝番 登記簿 現況

■■町 ×× ■原 1－1 田 田 9,000 貸借権 水田 公告日 10年間 10,000

■■町 ×× ■原 1－2 田 田 8,500 貸借権 水田 公告日 10年間 10,000

■■町 ○○ □平 ３ 畑 畑 5,500 貸借権 畑 公告日 10年間 10,000

■■町 ○○ □平 ４ 畑 畑 7,000 貸借権 畑 公告日 10年間 10,000

■■町 △△ □平 2₋2 田 田 10,000 貸借権 田 公告日 10年間 10,000

添付書類のポイント③

〇農用地利用配分計画（例）

始期や終期に具体的な日付
が記入されていない場合には、
具体的な日付を朱書きし、
公告の写しを添付します。

○○県告示第○○号

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第
101号）第18条第１項の規定により、農用地利用配分計画を
認可する。

令和２年１月１日
○○県知事 印

賃貸人の名前が省略されている場合、公告を行った都道府県の農業公社等（農地バンク）が賃貸人となります。
農業公社等の一覧は以下のアドレスを参照してください。
https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/kikou/kikou_ichran.html

各筆明細書に「農用地利用配分計画」との記載がない場合は、公告の写しを添付し、朱書きで囲います。
公告の写しが手元にない場合は、貸借している土地がある農地バンク(又は都道府県)に問い合わせてください。

(年額計)400, 000円(月額計)33,333円

(R2. 1.1～11.12.31日)

(R2. 1.1～11.12.31日)

(R2. 1.1～11.12.31日)

(R2. 1.1～11.12.31日)

(R2. 1.1～11.12.31日)

始期である旨や賃貸人（農地バンク）の名称を朱書きします

（契約の始期）
（賃貸人：○○県農業公社）

８

農林 太郎 △△市△△１－１

(年額)85 ,000円
(月額)7 ,083円

(月額)7,500円
(年額)90,000円

(年額)55 ,000円
(月額)4 ,583円

(年額)70 ,000円
(月額)5 ,833円

(年額)100 ,000円
(月額)8,333円

賃料が10a当たりで記載されているなど、額の詳細が不明
瞭な場合には、実際の年額と月額、総額を朱書きします。

第１ 賃借権又は使用貸借による権利の設定関係
１ 各筆明細

Point
該当箇所を「赤枠で囲う」又は
「朱書き」します。

… 赤枠で囲う箇所

https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/kikou/kikou_ichran.html


添付書類のポイント③

〇所有権移転等促進計画（例）

第○○号
特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律

（平成５年法律第72号）第８条第１項の規定により、□□市△△地区農林業等活性化
基盤施設設置事業計画に係る所有権移転等促進計画を定める。

令和２年１月１日
□□市長 印

１ 各筆明細

権利の設定等を受ける者の氏名及び
住所（乙）

（氏名又は名称） 所在地

権利の設定等をする者の氏名及び
住所（甲）

（氏名又は名称） 住所

権利を設定等する土地 設定等する権利
農用地の所
有権の移転
等に係る当
事者間の法
律関係

賃借権を設定する土地の
（甲）以外の権限者等

備考
所在

地番

現状地目

面積㎡
利用権

の
種 類

内容
（土地
の利用
目的を
含む）

始期
存続
期間

（終期）

借賃
借賃の
支 払
方 法

住所
氏名又
は名称

権原の
種類

同意印
大字 字

登記簿 現況

△△ ■原 1－2 畑 畑 3,000 賃借権 農林業
等活性
化基盤
施設用
地（農
産物加
工販売
施設
（直売
所））

公告日 30年間
300

円/㎡

毎年12
月末ま
でに１
年分の
借賃を
土地所
有者の
指摘口
座に振
り込み

○○ □平 1－3 山林 畑 2,000 賃借権

◎◎ ■原 ５ 山林 畑 2,500 賃借権

○○ □平 1₋4 雑種地 畑 1,000 賃借権

◎◎ ■原 ６ 畑 畑 1,500 賃借権

農林 太郎

水田 太郎 ㊞

㊞ △△市△△１－１

△△市◎◎２－２

（年額計）3,000,000円（月額計）250,000円

（R2.1.1～31.12.31）

（契約の始期）始期である旨を
朱書きします

賃料が㎡当たりで記載されているなど、額の詳
細が不明瞭な場合には実際の年額と月額、総
額を朱書きします。

始期や終期に具体的な日付が記入されていない場合には、具体的な日付を朱書きし、
公告の写しを添付します。

各筆明細書に「所有権移転等促進計画」との記載がない場合は、公告の写しを添付し、
朱書きで囲います。

公告の写しが手元にない場合は、貸借している土地がある市町村に問い合わせてください。

（計:10,000㎡）

全ての土地の借賃が同じで、まとめて記載
されている場合には、総面積を朱書きします。
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朱書きします

Point
該当箇所を「赤枠で囲う」又は
「朱書き」します。

… 赤枠で囲う箇所



個 人

申請対象月の売上高の減少を確認するための資料
（前年の売上高の確認書類）
【白色申告の方】
・2019年分の確定申告書第一表の「収入金額等」の事業欄により、平均月収の計算を行います。

【青色申告（農業所得）の方】
・ 農業所得用の青色申告決算書は、月別の事業収入の記載がありません。
・ このため、白色申告者と同様に、2019年分の確定申告書第一表の「収入金額等」の事業欄に
より、平均月収の計算を行います。
個人のかたに限り、前年の売上高を12で割った平均月収を基に売上高の減少を比較することが
できます。

添付書類のポイント④

前年の月平均の事業収入＝前年の年間事業収入÷12か月
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添付書類のポイント⑤

法人

この欄の金額が
「直前の事業年度の
月間事業収入」です。

●法人事業概況説明書（青色申告・白色申告共通）

この欄の金額が
「直前の事業年度の
年間事業収入」です。

●確定申告書別表一

申請対象月の売上高の減少を確認するための資料
（前年の売上高の確認書類）
「確定申告書別表一」及び「法人事業概況説明書」の控えを提出します。
なお、申請に用いる売上が減った期間が複数事業年度にまたがる場合は、
複数事業年度分の書類の提出が必要です。

11



添付書類のポイント⑤

◆経理ソフトから抽出した売上データ

売上が減った月・期間の売上が明確に分か
るようにしてください。

◆表計算ソフトで作成した売上データ

◆手書きの売上台帳のコピーなど

○

○

○
売上が明確に分かるよう
にしてください。

月次損益計算書

申請に用いる月、期間、売上に下線を
引く・枠で囲むなどはっきり分かるよ
うに表記してください

売上台帳

合計金額

2020年５月分
売上が減った月・期間が明確
に分かるようにしてください。

売上高

2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月勘定科目

2020年分（５～12月）の対象とする月・期間の売上台帳等
対象月・期間の事業収入額が分かる売上台帳等を提出してください。
フォーマットの指定はありませんので、経理ソフト等から抽出したデータ、エクセル

データ、手書きの売上帳などでも構いません。
書類の名称も「売上台帳」でなくても構いません。ただし、抽出するデータが対象

月・期間の売上であることを確認できる資料を提出してください。
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添付書類のポイント⑥

賃料を支払ったことを証明する銀行通帳の写し、振込明細書
農地等では、賃料が年払いの場合は、2020年１月１日以降に支払ったことを
確認できる書類により申請できます。
※給付規程では「申請日の属する月並びにその前月及び前々月の賃料等を支払った事実」とされていますが、
ガイドラインで「賃料等が年額で定められている場合には、2020年１月１日以降に賃料等を支払った事実
を確認できる書類により申請することとする。」とされています。

支払ったことを証明する書類として、
・銀行通帳の表紙の写し及び支払い実績が分かる部分の写し
・振込明細書
・領収書
のいずれかなどを提出してください。

支払い日、支払い金額に加え口座
名義人、振込先に印をつけてくだ
さい。

口座名義人・振込先が分かる
ようになっている必要があり
ます。
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添付書類のポイント⑦

本人確認書類（個人の場合のみ）
本人確認書類は、下記のいずれかの写しを住所・氏名・顔写真がはっきりと

判別できる形で提出してください。
（１）運転免許証（両面）（返納している場合、運転経歴証明書で代替可能。）
（２）マイナンバーカード（オモテ面のみ）
（３）写真付きの住民基本台帳カード（オモテ面のみ）
※いずれの場合も申請を行う月において有効なものであり、記載された住所が
申請時に登録する住所と同一のものに限ります。

なお、（１）～（３）を保有していない場合は、次の（４）、（５）で代替
することができることができるものとします。
（４）住民票の写し及びパスポートの両方
（５）住民票の写し及び各種健康保険証の両方（各種健康保険証は両面）

住民票健康保険証住民票

パスポート
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給付額の計算例

前年の月平均の事業収入＝前年の年間事業収入÷12か月

① 個人農業者（白色申告、青色申告）は、前年の月ごとの事業収入が
税務書類で確認できないため、前年の月平均の事業収入を、
次の計算方法で算出し、これに基づき給付要件に該当するかを判断します。

ポイント

給付額の計算例

2019
年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

40万円 40万円 40万円 40万円 40万円 40万円 40万円 40万円

2020
年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

36万円
(▲10%)

24万円
(▲40%)

24万円
(▲40%)

20万円
(▲50%)

28万円
(▲30%)

給付額の計算
３万円 × ２／３（給付率） × ６ケ月 ＝12万円

経営規模３ha、売上高480万円（平均月収40万円）、賃料年36万円
（月額換算で３万円）の方

3ヶ月で▲30％ １ヶ月で▲50％

※どちらかの要件を満たせば対象になります。

農地のように、年額で賃料を支払う契約の場合は、12で割って１ヶ月分に平均し
た金額が算定の基礎となります。
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農地法第３条の許可以外でも、市町村が作成する集積計画や農地中間
管理機構（農地バンク）が作成する配分計画なども対象になります。
ただし、適正な許可手続きを経ていない契約は対象になりません。
なお、P３の誓約書で違法でないことを誓約して頂きます。

金銭で賃料が設定され、金銭で支払っている実績が必要です。
４月以降に金納に変更しても対象外です。

元の賃料の水準に戻った時に元の水準で賃料を支払い、申請を行え
ば、元の水準を対象として給付金の額が計算されます。

土地や建物に係る支払い賃料の総額が高額な事業者であれば、店舗
を有していなくても適用されます。

物納は対象となりますか？

賃貸人に相談して、当面は賃料を減額してもらったのですが、
支払われる給付金の額は低くなるのでしょうか。

給付率１／３の上乗せ分が適用され、給付額（月額）上
限が100万円や50万円になるのは複数店舗を有する事業者
だけですか。

農地法第３条の許可を受けていない賃貸借も対象になります
か。

＜このパンフレットに関するお問い合わせ先＞農林水産省経営局農地政策課（TEL 03－6744－2151）

よくあるお問い合わせ
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